
○高崎市福祉医療費助成条例 

昭和５８年３月１８日 

条例第１２号 

（目的） 

第１条 この条例は、子ども、心身障害者並びに母子家庭及び父子家庭に属する者に対し、

医療に係る自己負担金を助成し、もってこれらの者の健康管理の向上に寄与するととも

に、福祉の増進を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１） 医療保険各法 次に掲げる法律をいう。 

ア 健康保険法（大正１１年法律第７０号） 

イ 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号） 

ウ 船員保険法（昭和１４年法律第７３号） 

エ 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号） 

オ 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号） 

カ 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号） 

キ 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号） 

（２） 医療費 医療保険各法による療養の給付に関する費用並びに食事療養、保険外

併用療養費に係る療養、療養費に係る療養及び指定訪問看護に要する費用又は家族療

養費に係る療養及び家族指定訪問看護に要する費用をいう。 

（３） 養育医療等の給付等 次に掲げる給付又は支給をいう。 

ア 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に規定する療育の給付（医療に関する

ものに限る。）又は小児慢性特定疾病医療費の支給 

イ 母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）に規定する養育医療の給付 

ウ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号）に規定する自立支援医療費の支給 

エ 戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８号）に規定する更生医療の給付 

オ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）に規定



する医療の給付 

カ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１

１４号）に規定する医療の給付 

キ 難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号）に規定する

特定医療費の支給 

ク その他の法令又は制度等による医療の給付 

（４） 自己負担金 医療費の額から医療保険各法において医療に関する給付（医療保

険各法による高額療養費の給付及び高額介護合算療養費の給付並びに附加給付を含

む。）が行われた額を控除した額又は養育医療等の給付等について前号に規定する法

律等の定めるところにより負担する費用（当該法律等の規定による申請等により当該

費用の一部又は全部が支給された場合は、当該支給された額を控除した後の費用とす

る。）をいう。 

（５） 保険医療機関 健康保険法第６３条第３項第１号に規定する保険医療機関及び

保険薬局、同法第８８条第１項に規定する指定訪問看護事業者その他厚生労働大臣の

定める病院、診療所、薬局等をいう。 

（６） 指定医療機関 養育医療等の給付等に係る医療を受ける医療機関として第３号

に掲げる法律等の規定により指定されている医療機関をいう。 

（対象者） 

第３条 この条例により自己負担金の助成を受けることができる者（以下「対象者」とい

う。）は、医療保険各法の規定による被保険者、組合員、加入者又は被扶養者で、本市

に住所を有するもの並びに国民健康保険法第１１６条の２の規定の適用を受け、本市が

行う国民健康保険の被保険者とされた者、高齢者の医療の確保に関する法律第５５条の

規定の適用を受け、群馬県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療の被保険者と

された者で、同条の規定の適用時に本市に住所を有していたもの及び同法第５５条の２

の規定の適用を受け、群馬県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療の被保険者

とされた者で、同条の規定の適用時に本市に住所を有するものとみなされていたものの

うち、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

（１） 子ども（満１５歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者をいい、

次号、第４号及び第５号に該当する者を除く。） 



（２） ７５歳未満の者で次のいずれかに該当する者（次号から第５号までに該当する

者を除く。） 

ア 特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令（昭和５０年政令第２０７号）別

表第３の１級に該当する障害を有する者 

イ 国民年金法施行令（昭和３４年政令第１８４号）別表の１級に該当する障害を有

する者 

ウ 身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号の１級及

び２級に該当する障害を有する者（重複する障害により１級又は２級に該当する障

害と認められる者を含む。） 

エ 療育手帳制度要綱（療育手帳制度について（昭和４８年９月２７日厚生省発児第

１５６号。厚生事務次官通知）別紙）により療育手帳の交付を受けた者で、その判

定がAのもの 

（３） 高齢者の医療の確保に関する法律第５０条の規定による後期高齢者医療の被保

険者で、前号イ、ウ又はエに該当するもの（次号に該当する者を除く。） 

（４） 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第６条第１項に

規定する配偶者のない女子又は同条第２項に規定する配偶者のない男子で、同条第３

項に規定する児童のうち現に１９歳未満である者（満１８歳に達する日以後の最初の

３月３１日までの間にある者をいう。以下この号及び次号において同じ。）を扶養し

ているもの及び当該１９歳未満である者 

（５） 母子及び父子並びに寡婦福祉法附則第３条に規定する父母のない児童のうち１

９歳未満である者 

２ 前項の規定にかかわらず、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定による保

護を受けている者及びその他の法令又は制度等により自己負担金に相当する金額の支給

を受けることができる者は、対象者としない。 

（登録） 

第４条 自己負担金の助成を受けようとする対象者は、福祉医療費受給資格者（以下「受

給資格者」という。）として登録を受けなければならない。 

２ 前項の登録を受けようとする対象者は、市長に申請しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、自己負担金の助成を受ける資



格があると認めたときは、これを登録する。 

（受給資格者証） 

第５条 市長は、前条第３項の規定による登録をしたときは、当該受給資格者に対して受

給資格者証を交付する。 

２ 受給資格者は、保険医療機関又は指定医療機関（以下「保険医療機関等」という。）

について診療、薬剤の支給又は手当（以下「診療等」という。）を受ける際、当該保険

医療機関等に、受給資格者証を提示しなければならない。 

（助成の範囲） 

第６条 市は、受給資格者が保険医療機関等について診療等を受けた場合に当該保険医療

機関等に支払う自己負担金に相当する金額を助成する。ただし、生活療養に係るものは、

この限りでない。 

（助成金の申請） 

第７条 前条の規定により助成する額（以下「助成金」という。）の受給申請は、診療等

を行った保険医療機関等が当該診療等を受けた受給資格者又は当該診療等を受けた受給

資格者の保護者若しくは扶養義務者（以下「受給資格者等」という。）に代わって行う

ものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる場合は、受給資格者等が自ら受給申請を行うも

のとする。 

（１） 医療費のうち療養費に係る助成の場合 

（２） 受給資格者等に特別な理由があって、自己負担金を直接保険医療機関等に支払

った場合 

（３） 自己負担金が養育医療等の給付等について第２条第３号に規定する法律等の定

めるところにより負担する費用である場合 

３ 助成金の受給申請は、当該助成の対象となる診療等を受けた日の属する月の翌月から

起算して２年以内に行わなければならない。 

（助成の実施） 

第８条 市長は、前条の規定による申請を受けた場合は、これを審査し、適正であると認

めたときは、当該申請者に助成金を支払うものとする。 

２ 前条第１項の申請に係る助成金の支払は、当該受給資格者等に対する当該診療等に係



る助成金の支給とみなす。 

（譲渡又は担保の禁止） 

第９条 この条例による助成を受ける権利は、譲渡し、又は担保に供することができない。 

（助成金の返還又は助成の制限） 

第１０条 市長は、偽りその他不正の行為によって、助成金を受給した者があるときは、

その者から当該助成金の全部又は一部を返還させることができる。 

２ 市長は、助成金を受給した者が医療保険各法による高額療養費の給付若しくは高額介

護合算療養費の給付又は附加給付を受けたことにより当該助成金の額が当該受給した者

の自己負担金の額を超えることとなったときは、当該受給した者に当該超えることとな

った額に相当する金額を返還させることができる。 

３ 市長は、受給資格者が保険医療機関等について診療等を受けた原因が第三者の責めに

帰すべきものであるときは、この条例による助成の全部又は一部を行わないことができ

る。 

（届出義務） 

第１１条 受給資格者等は、受給資格者がその資格を喪失したとき、その他届出事項に変

更が生じたときは、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 

（委任） 

第１２条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、昭和５８年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ この条例の規定中、高齢心身障害者に係る助成金の助成に関する部分は、昭和５８年

２月１日（以下「適用日」という。）から適用する。 

（高崎市心身障害者医療費等助成条例等の廃止） 

３ 次に掲げる条例は、廃止する。 

（１） 高崎市心身障害者医療費等助成条例（昭和４７年高崎市条例第１３号） 

（２） 高崎市乳幼児医療費等助成条例（昭和４７年高崎市条例第３６号） 

（３） 高崎市母子家庭医療費等助成条例（昭和４９年高崎市条例第２２号） 

（経過措置） 



４ この条例の施行日前に前項の規定による廃止前の高崎市心身障害者医療費等助成条例、

高崎市乳幼児医療費等助成条例又は高崎市母子家庭医療費等助成条例（以下「廃止前の

各条例」という。）の規定に基づき交付された受給資格者証は、この条例第５条第１項

の規定により交付された受給資格者証とみなす。 

５ この条例の施行日前に行われた診療等に係る廃止前の各条例の規定による医療費の助

成については、なお従前の例による。 

６ この条例の適用日から施行日の間において、老人保健法の規定により医療が受けられ

る者となった条例第３条第１項第２号に該当する者の資格の認定及び登録は、当該資格

者となった日において当該資格の認定及び登録がなされたものとみなす。 

（群馬郡倉渕村、同郡箕郷町、同郡群馬町及び多野郡新町の編入に伴う経過措置） 

７ 群馬郡倉渕村、同郡箕郷町、同郡群馬町及び多野郡新町を廃し、その区域を高崎市に

編入する日（次項から附則第１０項までにおいて「編入日」という。）前に倉渕村福祉

医療費の支給に関する条例（平成４年倉渕村条例第５号）、箕郷町福祉医療費支給に関

する条例（平成４年箕郷町条例第１０号）、群馬町福祉医療費支給に関する条例（平成

４年群馬町条例第９号）又は新町福祉医療費支給に関する条例（昭和４９年新町条例第

３２号）（以下この項から附則第９項までにおいてこれらを「町村条例」という。）の

規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされたも

のとみなす。 

８ 編入日前に町村条例の規定による福祉医療費の受給資格者が受けた診療等に係る助成

金の支給については、この条例の規定にかかわらず、それぞれ町村条例の規定の例によ

る。 

９ 編入日の前日において、町村条例の規定により交付されている受給資格者証は、第５

条の規定により交付されたものとみなす。 

１０ 編入日から平成２１年３月３１日までの間において編入前の多野郡新町の区域に住

所を有する期間がある者に係る第３条第１項第１号から第３号までの規定（平成２０年

４月１日から平成２１年３月３１日までの間においては、同項第１号の規定を除く。）

の適用については、当該住所を有する期間中に診療等を受けたものに限り、この条例の

規定にかかわらず、新町福祉医療費支給に関する条例の規定の例による。 

１１ 前項の規定の適用を受ける者が、群馬県内の本市以外の市町村における群馬県後期



高齢者医療広域連合の行う後期高齢者医療の被保険者となる場合で、その者が国民健康

保険の被保険者であると仮定した場合において、国民健康保険法第１１６条の２の規定

の適用を受け、本市が行う国民健康保険の被保険者とされる者（以下この項において「国

保法による住所地特例者」という。）に該当するときは、当該国保法による住所地特例

者に該当する間に限り、第３条の規定にかかわらず、引き続き同項の規定を適用し、こ

の条例による助成を受けることができる。 

（群馬郡榛名町の編入に伴う経過措置） 

１２ 群馬郡榛名町を廃し、その区域を高崎市に編入する日（次項及び附則第１４項にお

いて「編入日」という。）前に榛名町福祉医療費の支給に関する条例（平成８年榛名町

条例第７号。次項及び附則第１４項において「町条例」という。）の規定によりなされ

た処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

１３ 編入日前に町条例の規定による福祉医療費の受給資格者が受けた診療等に係る助成

金の支給については、この条例の規定にかかわらず、町条例の規定の例による。 

１４ 編入日の前日において、町条例の規定により交付されている受給資格者証は、第５

条の規定により交付されたものとみなす。 

（多野郡吉井町の編入に伴う経過措置） 

１５ 多野郡吉井町を廃し、その区域を高崎市に編入する日（次項及び附則第１７項にお

いて「編入日」という。）前に吉井町福祉医療費支給に関する条例（平成４年吉井町条

例第９号。次項及び附則第１７項において「町条例」という。）の規定によりなされた

処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

１６ 編入日前に町条例の規定による福祉医療費の受給資格者が受けた診療等に係る助成

金の支給については、この条例の規定にかかわらず、町条例の規定の例による。 

１７ 編入日の前日において、町条例の規定により交付されている受給資格者証は、第５

条の規定により交付されたものとみなす。 

附 則（昭和５９年９月２６日条例第４９号） 

この条例は、昭和５９年１０月１日から施行する。 

附 則（昭和６３年１２月２１日条例第５３号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成４年３月２１日条例第１７号） 



この条例は、平成４年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年５月２５日条例第２８号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の高崎市福祉医療費助成条例の規定は、平成

５年４月１日から適用する。 

附 則（平成６年３月１８日条例第１５号） 

この条例は、平成６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成６年６月２０日条例第３０号） 

この条例は、平成６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成６年９月２９日条例第３８号） 

この条例は、平成６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成７年５月３１日条例第２７号） 

この条例は、公布の日から施行し、第１条の規定による改正後の高崎市福祉医療費助成

条例の規定及び第２条の規定による改正後の高崎市高齢者医療費助成条例の規定は、平成

７年４月１日から適用する。 

附 則（平成８年９月２６日条例第３０号） 

１ この条例は、平成８年１０月１日から施行する。ただし、第３条の改正規定（第３条

第１項中第４号を第６号とし、同号の前に次の１号を加える部分中同号の前に次の１号

を加える部分を除く。）及び第５条の改正規定は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の第３条第１項第５号の規定により助成対象となった者に対する助成金は、こ

の条例の施行の日以後に診療、薬剤の支給又は手当を受けたものに限り支給する。 

附 則（平成９年３月２５日条例第３２号） 

１ この条例は、平成９年１２月１日から施行する。ただし、第３条第１項第２号エの改

正規定は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の第３条第１項第１号の規定により助成対象となった者に対する助成金は、こ

の条例施行の日以後に診療、薬剤の支給又は手当を受けたものに限り支給する。 

附 則（平成９年１２月１９日条例第６３号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１０年３月２７日条例第２１号） 

１ この条例は、平成１０年１２月１日から施行する。ただし、第２条第１号エの改正規



定は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の第３条第１項第１号の規定により助成対象となった者に対する助成金は、こ

の条例の施行の日以後に診療、薬剤の支給又は手当を受けたものに限り支給する。 

附 則（平成１０年６月２９日条例第４２号） 

（施行期日等） 

１ この条例中第１条の規定は、公布の日から、第２条の規定は、平成１０年１０月１日

から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の第２条第３号キ及び第４号の規定は、平成１０年５月１

日（以下「適用日」という。）から適用する。 

（経過措置） 

３ 群馬県特定疾患医療給付実施要綱に規定する医療の給付を受けた者（以下「特定疾患

の者」という。）に対する助成金は、適用日以後に診療、薬剤の支給又は手当を受けた

ものに限り支給する。 

４ 平成１０年１０月１日前に特定疾患の者及び高齢重度障害者が受けた診療、薬剤の支

給又は手当に係る助成金の支給については、なお従前の例による。 

附 則（平成１１年３月２９日条例第１０号） 

１ この条例は、平成１１年１２月１日から施行する。 

２ 改正後の第３条第１項第１号の規定により助成対象となった者に対する助成金は、こ

の条例の施行の日以後に診療、薬剤の支給又は手当を受けたものに限り支給する。 

附 則（平成１２年３月２４日条例第３０号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１２年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

（１） 第３条第１項の改正規定（「組合員又は被扶養者」を「組合員、加入者又は被

扶養者」に改める部分に限る。）、第３条第１項第４号の改正規定、第３条第１項第

５号及び第６号の改正規定及び第７条第２項の改正規定 公布の日 

（２） 第３条第１項第１号の改正規定及び第５条第１項の改正規定 平成１２年１２

月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 



２ 改正後の第３条第１項第１号の規定により助成対象となった者に対する助成金は、施

行日以後に診療、薬剤の支給又は手当を受けたものに限り支給する。 

３ 施行日前において改正前の高崎市福祉医療費助成条例第３条第１項第１号の規定によ

り登録を受けている者が改正後の高崎市福祉医療費助成条例（以下「新条例」という。）

第３条第１項第１号の規定により引き続き登録の対象者となるときは、新条例第４条の

規定にかかわらず、その者に係る登録は継続されたものとみなす。 

附 則（平成１２年１２月１５日条例第５３号） 

この条例は、平成１３年１月６日から施行する。 

附 則（平成１４年９月２７日条例第３６号） 

この条例は、平成１４年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１５年３月２６日条例第９号） 

この条例は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年１２月２６日条例第１６０号） 

１ この条例は、平成１８年１月２３日から施行する。ただし、第２条第３号の改正規定、

第３条第１項第５号の改正規定（ただし書を削る改正規定を除く。）及び次項の規定は、

公布の日から施行する。 

２ 改正後の第２条第３号の規定は平成１７年４月１日から適用し、同日以後に診療、薬

剤の支給又は手当を受けた者について助成金を支給する。 

附 則（平成１８年３月２４日条例第１１号） 

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

２ 改正後の高崎市福祉医療費助成条例の規定は、この条例の施行の日以後に受ける診療、

薬剤の支給又は手当について適用し、同日前に受けた診療、薬剤の支給又は手当につい

ては、なお従前の例による。 

附 則（平成１８年９月２９日条例第６４号） 

この条例は、平成１８年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１８年９月２９日条例第１１１号） 

この条例は、平成１８年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１９年３月２６日条例第１４号） 

１ この条例は、平成１９年４月１日から施行する。 



２ 改正後の第２条第３号の規定は、この条例の施行の日以後に受ける診療、薬剤の支給

又は手当に係る助成について適用し、同日前に受けた診療、薬剤の支給又は手当に係る

助成については、なお従前の例による。 

附 則（平成１９年１２月２１日条例第４８号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２０年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、

第２条第３号アの改正規定及び附則第４項の規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第３条第１項第１号の規定により助成の対象となる者に対する助成金は、そ

の者が施行日以後に受ける診療、薬剤の支給又は手当について支給する。 

３ 改正前の附則第１０項の規定により助成の対象となっていた者に対する助成金は、そ

の者が施行日前に受けた診療、薬剤の支給又は手当に限り、なお従前の例により支給す

る。 

（準備行為） 

４ 改正後の第３条第１項第１号の規定により助成の対象となる者に係る助成に関し必要

な受給資格者の登録、受給資格者証の交付その他の準備行為は、施行日前においても行

うことができる。 

附 則（平成２０年３月２５日条例第１８号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２０年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の高崎市福祉医療費助成条例（以下「改正後の福祉医療費

助成条例」という。）の規定及び第２条の規定による改正後の高崎市高齢者医療費助成

条例の規定は、施行日以後に受ける診療、薬剤の支給又は手当に係る助成について適用

し、施行日前に受けた診療、薬剤の支給又は手当に係る助成については、なお従前の例

による。 

３ この条例の施行の際現に健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３

号。以下「健康保険法等改正法」という。）第７条の規定による改正前の老人保健法（昭

和５７年法律第８０号）第２５条第７項の規定により市長が医療を行うこととされてい



た者で、施行日に健康保険法等改正法第７条の規定による改正後の高齢者の医療の確保

に関する法律第５５条の規定の適用を受け群馬県後期高齢者医療広域連合が行う後期高

齢者医療の被保険者とされた者は、引き続き群馬県後期高齢者医療広域連合が行う後期

高齢者医療の被保険者である間に限り、施行日に本市に住所を有していたものとみなし

て、改正後の福祉医療費助成条例第３条第１項の規定を適用する。 

附 則（平成２１年３月２３日条例第１７号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２１年１０月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただ

し、附則第３項の規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第３条第１項第１号の規定により助成の対象となる者に対する助成金は、そ

の者が施行日以後に受ける診療、薬剤の支給又は手当について支給する。 

（準備行為） 

３ 改正後の第３条第１項第１号の規定により助成の対象となる者に係る助成に関し必要

な受給資格者の登録、受給資格者証の交付その他の準備行為は、施行日前においても行

うことができる。 

附 則（平成２１年５月１５日条例第３１号）抄 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成２１年６月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

附 則（平成２４年７月４日条例第３３号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２９日条例第８号） 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年９月３０日条例第３０号） 

この条例は、平成２６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２６年１２月２２日条例第３４号） 

この条例は、平成２７年１月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月２７日条例第１４号） 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 


